
 
令和７年８月２６日 

消 防 庁 

 

「災害情報伝達手段としてのドローンの活用に関する検討会」の開催 

 

防災行政無線等の課題についてドローンによる解決を図ることを目的として、「災害情報伝達手

段としてのドローンの活用に関する検討会」を開催することとしましたのでお知らせします。 

 

１．背景・目的 

消防庁では、迅速かつ確実に災害情報の伝達を行うため、PUSH 型の一斉同報手段であり、スマー

トフォンなどの情報機器等を持たない住民へも情報を伝達することができる防災行政無線等につ

いて、「主たる災害情報伝達手段」として位置づけ、その整備を推進しています。 

一方で、従来の屋外スピーカーを用いた防災行政無線等の放送は、沿岸部で広範囲に災害情報伝

達を行うには多数の設備が必要であること、山間部などにおいて地理的条件によっては設備設置の

ハードルが高い場合があることなど、全国の自治体で整備を推進する上での課題が存在しています。 

このような状況を踏まえ、災害情報伝達手段としてのドローンの活用に向けて、スピーカーを搭

載したドローンを防災行政無線等の補助として用いる際の留意事項や、屋外スピーカーと同様に防

災行政無線等の情報伝達手段の一つとして位置づけるために必要な事項について検討を行います。 

 

２．主な検討項目 

  ・自治体において災害時の情報伝達手段としてドローンを使用する際の留意事項 

  ・ドローンを「主たる災害情報伝達手段」の一つとして位置づけるために必要な事項 

 

３．スケジュール（全４回開催予定） 

令和７年９月上旬 第１回検討会 

令和７年９月下旬 第２回検討会 

令和８年１月中旬 第３回検討会 

令和８年２月中旬 第４回検討会 

※ 回数及び時期は予定 

 

４．委員 

  別紙のとおり 

 
総務省消防庁 国民保護・防災部 防災課  

防災情報室 

担当：池町、勝山、林、津辻、中村 

電話：03-5253-7526（直通） 

Email：bgm-boujo_atmark_ml.soumu.go.jp  
※スパムメール対策のため、「@」を「_atmark_」と表示してお
ります。送信の際には、「@」に変更してください。 



 
 

「災害情報伝達手段としてのドローンの活用に関する検討会」委員 
 

 

                                （敬称略・五十音順） 

飯島 裕貴 宮城県仙台市 危機管理局危機管理部危機対策課 課長 

岩田 拡也 一般社団法人 UAS産業振興協議会 常務理事 

大内 一範 神奈川県大和市 消防本部警防課 課長 

河内 俊 千葉県長生郡一宮町 総務課 課長補佐 

後藤 武志 災害情報伝達手段に関するアドバイザー 

酒井 直樹 一般社団法人日本ドローンコンソーシアム 理事 

佐藤 聡信 災害情報伝達手段に関するアドバイザー 

佐藤 逸人 神戸大学 大学院工学研究科 建築学専攻 准教授 

中村 功 東洋大学 社会学部 教授 

 

別紙 
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